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我が国における職業能力開発の展望と課題 
 

                        井戸 和男 
 
はじめに 
  
 昨今、いわゆる格差社会ということについて種々の角度から議論を呼んでいる。一極集

中が進展する中での地域格差、正規従業員と非正規従業員における労働条件格差、能力主

義・成果主義の導入に伴う従業員の収入格差や性別格差など、さまざまの格差が問題とな

っている。 
 このような格差が生じた原因や背景は複雑多義であるが、本稿では「人材による格差」

に焦点をあて、職業能力開発の展望と課題について述べるものである。 
 さて、我が国では、長年にわたり企業が、職業経験の無い新規学卒者を採用し、責任を

持って、自社に定年まで役立つ人材として教育・育成を行ってきた。しかし、バブル経済

の崩壊後、企業が定年に至るまで雇用を継続することが極めて困難になった。このため、

従業員の教育は、自己の責任において行うべきであるとの考え方に大きく変化していった。 
 具体的には、エンプロイアビリティ（雇われうる能力）を、個人の自己啓発努力によっ

て高めていくことを、経済団体が提唱した。今までの終身雇用制度の実質的崩壊を受けて、

企業と従業員の間に自りつ（立・律）と連帯という雇用関係を築こうとしたといえる。 
 また、企業は総人件費の削減を積極的に行うために、成果主義・能力主義の導入を進め、

同時に、経済環境の変化に柔軟に対応できるように非正規従業員を大幅に増加させてきた。 
 このようなことが、正規従業員と非正規従業員の労働条件格差や性別格差を生じ、増幅

させていった大きな要因といえよう。また、能力主義・成果主義の積極的な導入は、正規

従業員間の収入格差を顕著にしていったのである。 
 地域格差の進展の大きな要因は、本社機能が東京にますます集中することに加速がつい

てきている状況にあることやグローバル化（大競争化）であるといえる。その結果、地方

の産業の空洞化が進み、人材の流出を生むことになっているといえる。 
 したがって、これらの諸課題を解決していく上で、我が国における職業能力開発の取り

組みが、今まで以上に、重要な意味を持つことになると思われる。平成 18年度において、
厚生労働省が第 8次職業能力開発計画を策定した。本計画は、昭和４６年以降、５年毎に
策定され成果を収めてきた。  
 平成１８年度の計画は、平成２２年度までの５年間となっており、奈良県においてもそ

の趣旨にのっとり、県の特質を踏まえ、奈良県職業能力開発審議会において３回にわたる

議論を重ねてきた。平成１８年９月２５日に審議会の答申に基づきその計画案が承認され

た。 
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 筆者は、この審議会の会長を務めてきたこともあって、本計画が実行に移され、着実な

成果が得られることを期待している。このような観点に立って、今後の奈良県の職業能力

開発に焦点をあてながらその展望と課題について、若干の私見を述べることとしたい。 
  
１．職業能力開発を考えるうえでの奈良県の雇用環境の特徴 
    
 奈良県における職業開発を考えるうえで、特徴的なことは次の通りである。 
１）厳しい雇用環境 
奈良県の有効求人倍率は、全国平均に比較すると表１に見られる通り低く、且つ、回復

基調の足取りも遅い。 
 
表１ 有効求人倍率の推移              
 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 
全 国 ０．５６ ０．５６ ０．６９ ０．８６ ０．９５ 
奈良県 ０．４５ ０．４４ ０．５４ ０．６２ ０．７２ 

                             資料：奈良労

働局 
 
また、完全失業率は、総務省の労働力調査と奈良労働局の調査を比較すると、平成１６

年全国４・７％に対し、奈良県は５．２％、平成１７年は全国４．４％に対し、奈良県は

４．４％と低い。以上のことからわかるように奈良県における雇用情勢は、厳しい状況に

あるといえる。 
 
２）高いパートタイム労働者比率 
バブル経済崩壊後、非正規従業員数が年々増加してきていることが、大きな課題となっ

ている。なかでも、パートタイム従業員が増加し、その労働条件の改善が今後の大きな課

題となっている。奈良県は、全国の平均と比較してもパートタイム従業員の占める比率が

表２の通り、高いことが特徴であるといえる。 
 
表２ 雇用者に占めるパートタイム従業員比率の推移     （％） 
 平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 
全 国 ２０．２ ２１．０ ２２．１ ２２．６ ２５．３ 
奈良県 ２３．３ ２６．８ ２７．５ ２６．０ ２９．７ 
                         資料：厚生労働省調べ                            
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３）低いパートタイム従業員の賃金と最低保障賃金 
 奈良県はパートタイム従業員の雇用比率が高いが、表３に見るとおり、男性・女性共に

所定内給与が全国平均に比べると低い。 
 
表３ パートタイム従業員の時間当たり所定内給与と最低保障賃金      （円）  
 パート従業員男性 パート従業員女性 最低保障賃金 
全 国    １，０１２    ９０４    ６６５ 
奈 良 県      ９１９    ８４２    ６５２ 
                           資料：厚生労働省調べ 
注）パートタイム賃金は、平成１６年６月、最低保証賃金は、平成１７年度 
 
 しかし、厚生労働省の賃金構造基本統計調査によると、正規従業員の所定内給与は全国

平均に比較して、奈良県は若干高い水準にある。いかに、パートタイム従業員の賃金と最

低保障賃金が相対的に低い状況にあることがわかる。 
 
２．第８次奈良県職業能力開発経計画の特徴と課題 
 
 平成１３年度から、平成１７年度までの第７次計画と比較して、第８次計画は、次の様

な特徴と課題がある。 
 
１）高齢者の職業能力の充実と高齢者の積極的活用 
 
奈良県における高齢者比率は、平成 12 年度で全国平均１７．３％に対し、１６．６％
と若干下回った状況にある。しかし、平成２２年には、人口問題研究所の推計によると、

全国平均２２．５％に対し、奈良県は２２．８％と僅かながらも、上回ることが予測され

ている。奈良労働局は、重点施策の一つとして、高齢者の雇用対策の推進を積極的に進め

ることにしているが、高年齢者雇用確保措置の実施は、平成 17年度の７．４％増の、88.6％
の企業が導入している。この措置は、平成２５年までに６５歳までの雇用確保を義務づけ

ているが、すでに、６５歳以上の雇用確保の措置を講じている企業が、７７．６に達して

いることが特筆すべき特徴である。         
 また、雇用確保措置の内訳としては、継続雇用制度の導入が８５．９％であるの対し、

定年の引き上げは１３．９％である。定年制度廃止の企業は、僅か１社のみである。さら

に、継続雇用の内容は、希望者全員雇用は４６．４％と半数にも満たない状況にあること

が、今後の課題といえる。平成１７年１２月に奈良県地域労使就職支援機構・奈良労働局・
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奈良県が共同で行った「団塊世代の就業や生活設計に関する調査」によると、定年後の就

労については、「会社などで働きたい」が６１．７％、「事業を始めたい」が５．７％であ

り、合わせて、６７．４％の人たちが就労したい意向を持っていることがわかった。 
 就労したい理由は、「元気なうちは働きたい」が５５．２％と最も多く、「働かなければ

生活できないから」が４５．３％、「将来の生活が不安だから」３９．３％、「経済的にゆ

とりのある生活をしたいから」が３６．２％など、生活に直結した理由から就労を希望し

ているが多いことがわかる。 
 したがって、高齢者雇用を促進する為には、高齢者の職業能力開発が健康維持と合わせ

て、不可欠の要件であるといえる。 
 第８次計画では、「職業キャリアの各段階」に分けて、それぞれの実情に応じた対応を講

じる必要があるとしている。「職業生活に入る前の準備期にある若者」、「職業生活に入って

いる、または、職業生活を中断している発展期にある者」、「職業生活の引退過程に入る円

熟期にある者」の三段階に分け、職業能力開発を考えているが、「職業生活の引退過程に入

る円熟期にある者」には、「高齢者の雇用安定法」に対応した職業能力の開発の充実がある。

さらに、地域における教育・文化・環境面においても、多様な経験や熟練した技術・技能

を活かすことも併せて期待されている。 
          
２）若年層の職業能力開発の充実 
         
 ⑴ 若年層の雇用をめぐる大きな課題の一つとして、フリーター・ニート問題がある。

今日では、400万人を超えるともいわれている。しかも、若者に限らず、３０歳台のフリ
ーターが増加傾向にあることが大きな課題になってきている。厚生労働省は、フリーター

２５万人常用雇用化プランの推進事業を展開しているところである。具体的には次の様な

施策が展開されている。 
①フリーター窓口の活用 
②若年者試行雇用（トライアル雇用）の推進 
③無償の労働体験を通じての就職力強化事業（ジョブパスポート事業）の活用・普及 
④若者の人間力を高める為の国民運動の推進 
さらに、１９年度以降は、２５万人常用雇用化プランをより協力に推進する為の策の一

つとして、「年長者フリーター自立能力開発システム」の整備を図ることにしている。具体

的には、企業実習先行型訓練システムの導入を図ることにしている。 
 フリーター・ニートをはじめとする若者の自立支援を推進するため、「地域若者サポート

ステーションの拡充強化」、「若者自立塾事業」の推進、「若者の自立支援に功績のある団体

などに対する厚生労働大臣表彰等の支援、等を推進することにしている。しかし、残念な

がら、奈良県においては、他府県に比較して、遅れをとっているといえる。 
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 また、若者を現場の戦力として育てる為、実践型人材養成システムの普及定着が考えら

れている。具体的には、「企業における雇用関係の下での実習（OJT）と教育訓練機関に
おける学習」とを組み合わせることによって、現場の実践戦力となる人材を育成するとい

うもので、改正職業能力開発促進法により、新たな訓練システムとして位置付けられてい

る。 
 このシステムの普及定着のためには、企業の積極的な理解と協力が不可欠であるといえ

る。      
         
 ⑵ 若者の雇用をめぐる他の大きな問題として、若者の早期離職ということがあげられ

る。いわゆる、７・５・３現象（新規学卒者の入社３年後の退職者が中卒７０％、高卒５

０％、大卒３０％）といわれるものである。奈良県における過去３年間（平成１４年度卒

業者）の離職状況は、次の表に見られるように、７・５・３どころか高校・大卒者の離職

率は高い数値を示している。 
 
表４ 奈良県における過去３か年の離職状況     （％） 
 
 １年目 ２年目 ３年目 ３ヵ年合計 
高 校   ２７．３   １３．１   １３．５  ５３．９ 
大 学   １７．１   １３．３   １０．２  ４０．６ 
                             資料：奈良労働局調べ 
 
 このような現象を解消するために、若者に対する職業意識を高める教育の必要性がある。

そのためには、文部科学省や、経済産業省との連携強化が重要である。同時に、企業にお

いても、若者を即戦力として位置付けるだけではなく、中長期の観点にたった育成が望ま

れる。 
 日本産業訓練協会が５年毎に行っている、第１０回産業訓練実態調査（２００５年）に

興味あるデータがある。企業の能力開発の傾向がこの５年間で大きく変化してきたことが

読み取れる。「若手社員の教育に重点を置く」と答えた企業の割合が２８．４％から、３６．

５％と高くなっている。また、「入社直後から綿密に教育」という項目は、２４．４％から

３３．３％と高くなっており、入社時からじっくりと教育をしていこうと考えている企業

が増えていることがわかる。また、「業務直結型実務教育に重点」という企業の割合が３６．

８％から１７．７％へと大幅に低くなっている。このことから、若者を即戦力として捉え、

厳しく活用しようとしている企業が大きく減少してきていると思われる。「勤務時間内の集

合研修増加」という企業が、１３．９％から２０．８％と増加している。さらに、「人材育
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成費の増額」をしている企業が、１７．９％から２１．９％に増加したのに対し、「教育費

用が削減」としている企業が、３０．３％から１６．７％と大幅に低下している。これら

のことから、人間尊重の視点に立って中長期にわたる職業能力開発を、企業が再び取り入

れようとしていることがいえる。したがって、若者の早期離職傾向に歯止めがかかるので

はないかと、期待できるのである。 
 
    表５ 企業内教育の重点項目の推移           （％） 

 平成１７年 平成１２年 
若手社員の教育に重点  ３６．５  ２８．４ 
入社直後から綿密に教育  ３３．３  ２４．４ 
勤務時間内の集合研修増加  ２０．８  １３．９ 
人材育成費の増額  ２１．９  １７．９ 
教育費用が削減  １６．７  ３０．３ 
業務直結型実務教育に重点  １７．７  ３６．８ 

                             日本産業訓練協会調べ  
 
３）非正規従業員の職業能力開発の環境整備   
 
 奈良県におけるパートタイム従業員数は、全国平均に比して高いことは既述したとおり

である。アルバイト・派遣社員・契約社員・嘱託の非正規従業員数を合計すると、奈良県

の企業の従業員全体に占める割合は 3分の一を超える状況にある。 
 平成 17 年度の厚生労働省が行った能力開発基本調査によると、非正規従業員に対する
「OFF．ＪT」実施企業は、１７．４％であるのに対して、正規従業員に対する「OFF．
JT」の実施企業の比率が６０．１％と、大きな差がある。さらに、非正規従業員に対する
「計画的なOJT」実施企業は１８．３％であるのに対して、正規従業員に対する「計画的
なOJT」を実施する企業の比率が４８．９％と大きな差がある。 
 この様な実態からいえることは、企業には、非正規従業員に対して、中長期の観点にた

って職業能力開発を進めようとする考えがほとんどないといえる。正規従業員に比して、

非正規従業員の処遇には著しい差があるばかりではなく、職業能力開発においても、ほと

んど配慮がされていないのが現状である。 
 今後は、非正規従業員の職業能力開発についての環境整備を促進することが重要である。

具体的には、バランスのとれた職業能力開発機会の提供と同時に、求職ニーズに基づく訓

練コースの設定や職業能力開発の情報提供を積極的に進めるよう、企業に対する職業能力

開発諸機関の助言や援助が望まれる。 
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 このような連携により、非正規従業員の職業能力が向上していくことは、「企業」にとっ

ても、「非正規従業員」にとっても、「地域」にとっても、極めて価値のあることであると

いえる。 
 正規従業員をめざす非正規従業員にとって、このような環境整備が進められることによ

って、大きなチャンスが生まれることにつながる。このような職業能力開発の環境整備が

すすむことによって、働くことの価値観に添った働き方が選択できるのである。 
 
おわりに    
 
経済産業省が、昨年、日本の元気な中小企業の選定を行った。企業の持つ独創的な技術

力や、世界市場で高いシェアを持ち、国際的に貢献している企業などの基準に基づき、全

国のもの作り３００社が選ばれた。奈良県では、３社が選ばれた。 
 昨年末、奈良県職業能力開発協会のスタッフや職業能力開発推進者とともに、３社のう

ち２社を訪問する機会を得た。１社は藤井精密工業株式会社で、同社は、超高速回転によ

る遠心力の影響を解消した世界初の工作機械用エアバルーンチャックを開発し、超高速・

高精度切削加工を実現した会社である。昭和５２年に数人で他社がやらない仕事をして社

会に貢献しようという志をもって、スタートした会社である。種々の苦労があったが、当

初の志を曲げずに、必至に努力を重ねたことが今日の結果を得える事につながったのであ

る。社員の一人一人が、技術力を高め、挑戦し続けたくれたおかげであると、亀田代表取

締役は述べている。 
 他の１社は、電子部品製造の西本電器製作所である。同社の社長である西本信一郎氏は、

奈良県の職業能力開発関連の機関と連携を密にしながら、社長自らも自己研鑽に励むと同

時に、従業員の職業能力開発にも、熱心に取り組んでおられる。また、小集団活動も取り

入れ、従業員の独創性・創造性を発揮させる工夫をしている。 
 両社に共通する職業能力開発の進め方は、一つは、経営トップの従業員教育に取り組む

姿勢であり、他の一つは、従業員が自ら積極的に自己啓発に励み、仕事を通して、企業や

社会に貢献しようという高い意識をもち続けていくことである。 
 今後益々競争がグローバル化していくなかで、価格競争だけでは生き残ることは困難で

あることは明白である。勝ち残っていくためには、従業員の一人ひとりが職業能力開発を

通して、独自の技術力を常に開発することが不可欠であるといえる。 
 第８次職業能力開発計画が実効あるものとなっていくためには、職業能力開発推進機関

の連携を密にして、企業ニーズや従業員のニーズをしっかりと把握し、有効な情報提供や、

助言・援助を行っていくことが重要である。 


